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業績予想値と実績値との差異に関するお知らせ 
 

 平成 26 年 10 月９日に公表いたしました平成 26 年 11 月期（平成 25 年 12 月１日～平成 26 年 11 月 30

日）の連結業績予想と本日公表の実績値に差異が生じましたので、下記のとおりお知らせします。 

記 

1. 当連結業績予想数値と実績値の差異（平成 25 年 12 月１日～平成 26 年 11 月 30 日） 

 連 結 売 上 高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益 
1 株 当 た り 

連結当期純利益

前回発表予想（Ａ） 
百万円 

2,838 

百万円

77

百万円

47

百万円 

△39 

円 銭

△31.85

今 回 実 績 値（Ｂ） 2,815 66 73 △1 △1.36

増 減 額（Ｂ－Ａ） △22 △10 26 37 

増 減 率    （％） △0.79 △13.10 56.55 ― 

（参考）前期連結実績 

（平成 25 年 11 月期） 
1,956 98 72 23 18.77

 

2. 差異が生じた理由 

 売上高及び営業利益におきましては、不動産賃貸業界向けの駆けつけサービス、及び家財保険や

家賃収納機能を付加した複合サービス（入居者総合補償サービス）が計画を下回り、他のサービス

での挽回、販売費及び一般管理費の抑制、及びコールセンターでの原価低減などを図ったものの、

前回予想を若干下回る結果となりました。 

 経常利益につきましては、鹿児島コールセンター設立に伴う助成金収入 29 百万円があったことに

より、業績予想を上回る結果となりました。 

 なお、経常利益に対して当期純利益が大幅に減少している理由は、「所得税法等の一部を改正する

法律」(平成 26 年法律第 10 号)が平成 26 年３月 31 日に公布され、平成 26 年４月１日以後に開始す

る事業年度から復興特別法人税が課されないことに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に



使用した法定実効税率が低下したためです。すなわち、平成 26 年 12 月１日から開始する事業年度

に解消が見込まれる一時差異につき、従来の 38.1％から 35.7％に変更されたため、繰延税金資産の

金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)は 23,699 千円減少し、法人税等調整額が 23,775 千円増

加いたしました。 

 

※ 上記の予想は、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後の不確

定な要素により、実際の実績と異なる場合がありますのでご了承ください。 

以 上 


